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第１ 設問１⑴ 

ＡＹ間消費貸借契約に基づく貸金返還請求権 １個 

第２ 設問１⑵ 

被告は、原告に対し、金２００万円を支払え。 

第３ 設問１⑶ 

① Ａは、令和６年１２月１日、Ｙに対し、弁済期を令和７年１２

月１日として、２００万円を貸し付けた。 

② Ａは、令和７年２月１日、Ｘに対し、①記載の債権を代金１５

０万円で売った。 

③ 令和７年１２月１日は到来した。 

第４ 設問１⑷ 

１ Ｐが申立てを検討すべき民事保全命令の申立ては、Ｙの自宅建

物に対する仮差押命令の申立て（民事保全法２０条１項）である。 

２ 仮差押命令には、処分禁止効が認められる。本件訴訟の継続中

に、Ｙが当該建物を処分してしまうと、確定したＸの請求認容判決

を債務名義として強制執行（民事執行法２２条１号）することがで

きなくなることから、かかる事態を防ぐため、上記申立てをする必

要がある。 

第５ 設問１⑸ 

 仮差押命令は、本案訴訟のような厳格な証明でなく、疎明で足り

る比較的迅速・簡易な手続で発令される（民事保全法１３条２項）

ため、本案訴訟で審理が尽くされた結果、仮差押命令が不当であっ

たことが判明する場合がある。そこで、不当な仮差押の結果債務者

に損害が発生した場合の賠償金の確保と、仮差押申立ての濫用防止

のために、担保を立てる。 

第６ 設問２⑴ 

 請求原因記載の債権譲渡につき、ＡがＹに通知し又はＹが承諾す

るまで、Ｘを債権者として認めない。 

第７ 設問２⑵ 

 Ｙは、ＡＸ間の債権譲渡につき、譲渡人Ａからの電話での通知及

びＹによる承諾の事実を否認している。もっとも、Ａからの内容証

明郵便による通知の事実は認めており、これによって第三者対抗要

件を具備したこととなる。第三者対抗要件の具備は、同時に債務者

対抗要件の具備にもなるため、かかる状況においては債務者対抗要

件の抗弁の主張は失当と考えたことが理由として挙げられる。 

第８ 設問２⑶ 

① Ｃは、令和７年２月１日、Ｂに対し、本件債権を代金１２０万

円で売った。 

② Ｃは、①の際、Ａのためにすることを示した。 

③ Ａは、①に先立ち、Ｃに対し、本件債権を１２０万円で売る代

理権を付与した。 

④ Ａは、令和７年２月２日、Ｙに対し、①の債権譲渡を内容証明

郵便で通知した。 

第９ 設問３⑴ 

① Ｃは、本件債権を売る際、本件債権を売った代金を自らの借金

返済に充て、自己の利益を図る目的を有していた。 
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② Ｂは、本件債権を買う際、①の事実を知っていた。 

第１０ 設問３⑵ 

 Ａは、令和７年２月１日、Ｙに対し、請求原因記載の債権譲渡に

ついて内容証明郵便で通知した。 

第１１ 設問３⑶ 

ＢとＣは、いずれも本件債権の売買するつもりがないにもかかわ

らず、その意思があるように仮装することを合意した。 

第１２ 設問４⑴ 

本件文書は、金銭借用証書である。消費貸借契約において、金銭

借用証書は当該契約が文書によってされたことを示すものであるた

め、処分証書にあたる。処分証書は直接証拠に該当することから、

本件文書の形式的証拠力が認められれば、ＡＹ間の消費貸借契約が

本件文書の内容通りに締結したことが直ちに認定できる。 

第１３ 設問４⑵ 

１ 二段の推定は、以下の二段階の推定によって文書の真正な成立

を認めるプロセスである。まず、私文書に押された印章の印影が、

作成名義人の印章を一致する場合には、反証のない限り、作成名義

人の意思に基づき押印されたことが、事実上推定される（一段目の

推定）。このとき、文書全体が作成名義人の意思に基づき真正に成

立したことが、民事訴訟法２２８条４項により、法定証拠法則の効

果として推定される（二段目の推定）、というものである。 

２ 弁護士Ｑが、Ｙ名下の印影がＹの印章であることを認めている

ため、一段目の推定は成功している。もっとも、Ｙは押印後に文書

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の改ざんがなされたと主張しているため、二段目の推定の反証の成

否が問題となる。 

以 上 
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１ 設問１ 

 小問前半は、消費貸借契約に基づく貸金返還請求権ならびに債権譲渡について、訴訟物や請求の

趣旨、要件事実の知識が問われる基本的な問題であった。型が定まっているため、漏れのない暗記

の実践と正確なアウトプットが求められる。小問後半は、債権保全のために取りうる申立ての方法

の検討や、民事保全法の規定の目的について問われていた。法の趣旨を理解し、事案に即した説明

を考え出すことができれば、論理的でまとまった答案になると思われる。 

２ 設問２ 

設問１で示した請求原因をもとに、相手方が主張しうる抗弁やその適否について回答する問題で

あった。一般的な貸金返還請求の場面と異なり、債権譲渡や代理権の問題も絡むため、事案の適切

な整理と抗弁相互の関係の理解が求められる。要件事実に関する正確な知識の有無が、答案の出来

を左右するものと考えられる。 

３ 設問３ 

 前問までの状況を踏まえ、原告が主張するべき再抗弁事実が問われた。事例の中には再抗弁とし

て主張すべきでない事実も含まれていたため、事実を正しく取捨選択して回答することが必須であ

る。 

４ 設問４ 

 民事裁判での事実認定プロセスについて、処分証書の扱いと二段の推定についての説明が求めら

れた。いずれも当該科目における重要事項にあたるため、日頃の意識的な学習と確実な理解がポイ

ントとなる。また、問題文から具体的なあてはめは不要である旨を読み取り、問われている事項を

端的に説明できたか否かも大切な点である。問題の量が多く、後半にかけて焦りが生じてくると思

われるが、事例と問題文をしっかりと読み、必要かつ十分な論述をすることが肝である。 

以上 
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第１ 設問１⑴ 

１ 発見場所・状況の写真撮影による証拠化の指示を行った理由 

 交通系ＩＣカード及びスマートフォンはそれ単体では誰の所有物

かを判定できず、犯人性との結びつきが薄い。よって、発見場所・

状況の細部を客観的・正確に記録することが可能な写真撮影によっ

て、当該証拠の証明力を保全する必要があるために指示を行った。 

２ Ａの実母への聴取の指示を行った理由 

 同居人がおり、証拠物の発見場所がＡの専用・排他的なスペース

であるか否かが不明である場合、Ａ以外の者がそれら証拠物を持ち

込んだ可能性を排除できず、証拠物のＡの犯人性に向けた証明力が

限定的となる。よって同居人たる実母からの聴取を指示した。 

第２ 設問１⑵ 

証拠①・④より犯行時刻・犯行現場が推認され、証拠⑤は推認さ

れた犯行現場近隣に位置するコンビニエンスストアの推認された犯

行時刻数分前の防犯カメラ映像に関する証拠であるから、当映像に

映る人物がＡであると認定できれば、事実２が認定できる。 

まず、Ａ方から発見・押収された事実及び証拠⑱より、発見され

た押収物がＡの物であることが推認できる。赤色マスコットのスト

ラップのみでは顕著な物理的な特徴とはいえないものの、当ストラ

ップが防犯カメラ映像と一致すること（証拠⑤・⑮）、Ａ方から押

収されたスマートフォン（本件スマホ）の通話記録が防犯カメラ映

像と秒単位で一致すること（証拠⑤・⑰）から、防犯カメラ映像に

映るスマートフォンが本件スマホであることが推認できる。スマー

トフォンという貴重品は所有者が携帯することが通常であるし、犯

行時刻直前の本件スマホによる通話をしていた人物がＡ本人である

こと（証拠⑭）から、当映像に映る人物がＡであると推認できる。

また、証拠⑤・⑥・⑯よりＡ方から押収された交通系ＩＣカードが

防犯カメラ映像に映る交通系ＩＣカードであることもＩＤ番号の一

致という客観的な符合により推認できるから、映像内でＩＣカード

を使用したのはＡであると推認できる。これらに加え、Ａ方から押

収された黒色の衣類・リュックサックと防犯カメラ映像上の人物の

身に着けていた物が類似すること（証拠⑤・⑮）を踏まえれば、防

犯カメラ映像に映る人物はＡであると認定可能であり、事実２が認

定できる。 

第３ 設問２ 

供述証拠に対する同意（刑事訴訟法（以下、刑訴法）３２６条１

項）は、伝聞法則（同法３２０条１項）の適用を排除し、そのまま

証拠とすることを認める意思表示であり、証拠意見にて不同意とし

た場合は原則として原供述者の公判廷における尋問が必要となる。 

 Ａ及び弁護人Ｂは本件事件につき、Ａの犯人性については争う意

図はないが、殺意の有無については争う意図を有している。この点

、証拠⑦・⑩・⑪はその内容から、ＡがＶに傷害を負わせた本件事

件の犯人であることの立証に向けられた証拠に当たり、あえて不同

意としても防御上の利益がない。一方、証拠㉑・㉒については、Ａ

による攻撃の態様及び客観的な死亡危険性に関する証拠であり、殺

意の認定に向けられた重要な事実を含む証拠に当たる。よって上記
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弁護方針から、殺意の有無に関する供述については公判廷での反対

尋問を通して争う必要があり、Ｂはこれらにつき不同意とした。 

第４ 設問３⑴ 

 中止犯（刑法４３条但書）の成立には、「犯罪を中止した」（中

止行為）が求められるところ、実行行為が完了したが行為者の行為

から独立して構成要件的結果にいたる危険性が生じている実行未遂

の段階においては、自ら結果発生を防止したと同視するに足りるだ

けの真摯な努力を傾注したと評価可能なことが必要である。 

 本件で、犯人は刃物でＶを強く切りつけるという実行行為を完了

しており、証拠㉒より放置されていれば犯人の行為から独立してⅤ

は確実に失血死する状況にあるため、実行未遂の段階にある。しか

し、自ら救命措置をとらず、通りすがりの人物に１１９番通報をす

れ違いざまに頼むだけで、到底真摯な努力を傾注したとは評価でき

ない。よって、本件について中止犯は成立しないとＰは考えた。 

第５ 設問３⑵ 

 当事者双方に対する不意打ちを防止し、公判前整理手続の趣旨で

ある充実した公判審理の実現（刑訴法３１６条の３）のために、裁

判所は、公判前整理手続における争点整理権限（同法３１６条の５

第３号）に基づき、弁護人に対し、中止犯の成否に関する主張を行

う予定があるか否かについて求釈明を行うべきである。 

第６ 設問４ 

１ 氏名を明らかにしない措置 

 Ｐは被害者特定事項の秘匿決定（刑訴法２９０条の２第１項）の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

申出につき意見を付して裁判所に通知（２項）することができる。

本件は殺人未遂・銃刀法違反事件であり、１項１号・２号には該当

しない。もっとも、男女関係のトラブルに起因する事件であるとの

週刊誌報道によってＶの名誉・社会生活の平穏が著しく害されるお

それが認められることで、３号に該当しえる。 

２ 姿を傍聴人から隠す措置 

 Ｐは裁判所に対し、Ｖと傍聴人との間の遮蔽措置（刑訴法１５７

条の５第２項）を促す申出を行うことができる。先述の通り、Ｖの

名誉に対する影響は傍聴人による観察によっても起き得るため、同

項の要件を充足しえる。 

第７ 設問５ 

 弁護士職務基本規程２５条との抵触が問題となる。同条の趣旨は

、弁護士が依頼人との間で特別な利害関係をもつことで独立性を失

い、職務の公正・依頼人との信頼関係が毀損されることを避けるこ

とにあるため、本条の「特別の事情」は当趣旨に反しないような場

合を指す。 

 本件では、確かに１０万円は示談金全体との関係でも部分的であ

り、一時的な不足分の補填に過ぎないとも思えるが、貸付金の使途

が示談金となることで弁護人Ｂが示談について当事者化するＡとＢ

の間には一般的な依頼者と弁護人の関係を超えるような特別な関係

もないから先述の趣旨に反しない特別の事情があるとはいえない。

よって、弁護人ＢがＡに１０万円を貸すことは同規程２５条に違反

する。                        以 上 
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１ 設問１⑴ 

捜査の趣旨として証明力の保全を答えさせる基本的な問題であった。小問後半は、Ａ以外の者が証

拠物を持ち込む可能性に気づくことが重要となる。事案に即した説明を簡潔になすことで、まとまっ

た答案になると思われる。 

２ 設問１⑵ 

事実認定のための推認過程を答えさせる問題であった。 

事実関係を適切に整理しつつ、必要な事実を抜き出して推認過程を丁寧に示すことが答案の出来を

左右すると思われる。 

３ 設問２ 

証拠に応じて弁護人が証拠意見を異にした理由を答えさせるものである。予定主張記載書面から弁

護方針を読み取ったうえで、問題文で提示されている証拠がどのような事実の認定に役立つものであ

るかを分析することが重要である。 

４ 設問３⑴ 

中止犯における中止行為の有無を検討させる基本的な問題である。可処分時間と紙面配分の観点か

ら、問題となる中止行為を中心に検討するといったメリハリをつけることが重要である。 

５ 設問３⑵ 

受験者の多くが検討したことのない問題であったはずだ。かかる未知の問題に遭遇した場合、問題

となる手続きの趣旨に遡ることが重要である。訴訟のどの段階にあるかを意識し、措置を取る主体に

気を付ける必要がある。 

６ 設問４ 

証人保護措置に関する典型的な問題であった。問題中の事実を用いつつ、要件充足性を簡潔に検討

する必要がある。 

７ 設問５ 

依頼者との金銭の貸借の禁止を規定する弁護士職務基本規程２５条に関する典型的な問題である。

同条の趣旨から特別な事情についての規範を定立したうえで簡潔にあてはめることがもとめられる。 

以上 
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